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A. KUNISAWA
　1／本論文は公害の問題を一般均衡のなかに取り入れ，一般均衡の存在を示し，あわ‘せてパレー
ト最適を考察するのが目的である．はじめに公共財を定義し，公害が負の公共財であることを示す
ことにしよう．公共財とは
　（i）凡ての消費者が共通に消費していること
　(ii)特定の消費･者を排除することが不可能であること
　以上の２点の性質を有するものであると通常定義され七いる．私的財と公共財との区別はこの
(ii)の点からかこなってよいであろう．例えば道路,は公共的用途に供せられると考えられているが，
通行料をとる高速道路等は通行料をはらわ座い使用者を排除するこ.とができるから公共財とはいえ
ない．こ.れにたいし一般道路μ,凡ての消費者が自,由に使用する.ことができて通行料はもちろんとら
ないから上の定義によって公共財である．空気はいうまでもなぐ公共財であり，河川もまた公共財
である．一般に空気，河川，風景などを環境とよぶことにすると環境は上述の定義にてらして公共
財である．
　また上水道は使用料をとっており，これを払.わない者は使用を禁止することができるから私的財
である．さらに義務教育の学校は公共財であるが，義務教育以外の学校ならびに義務教育でも私立
の学校は私的財である．そのほか入場料をとらない公園．警察の治安維持，消防の活動などは公共
財にぞくするであろう．
　大気．水など環境の汚染は被害者にとって一様に被害が及ぷのであり，一部の被害者がなんらか
の費用を支払って公害をまぬがれることはできないのであるから，公害は負の公共財である．環境
の汚染を少座くすることは，公共財の生産にあたるといえよう．道路についていえば，交通量の増
加のために道路が混雑することは一種の公害であり，この公害を少なくするためには道路の幅員を
ひろげるとか，新しく道路を作るとかの方法を講じなければならない．これも公共財の生産を意味
する’ただし公害のうちには回復できない環境の破壊（たとえば風景の破壊）が含まれていること
を注意しなければならない．
　本論文は公害の問題について征来の市場機構（プライス・メカニズム）によって解決の可能性を
考えようとするものであって，第２節では一般均衡．第３節ではバレート最適を取りあげることに
ナる．
　2.次下のべようとずる莉想は次のようである,．周知のようにバレー14最適点は，社会的無差別
曲線と最適痙社会的変換曲線との接点で求められる．社会的変換曲線は各企業の変換曲線の和であ
って･各企業の個別変換曲線は企業の生産関数Ftiji,・ go)゜Oを曲線に表わ七た･も,のである．ここ
に泗は企業ろの私的財の投人産出のベクトル，かは企業６にお゛ける公共財の投八産出'^゛クトノ｀'
である．まず私的財の産出を考えると私的財の産出を多くすると，これにとも,なう公共財の投人は
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多く座り公害が発生する可能性がましてくる．私的財の産出Iがゼロであれば，公共財の投入はゼロ
であり公害が発生する余地はない．このように私的財の産出か変化するにつれて，これと一定割合
で結合して投入される公共財と私的財の数量も変化するであろう．このような私的財の産出と役人
される公共財おヽよび私的財との対応は連続であると仮定してこれを企業＆の個別変換曲線とよぶ．
また公害処理の設備を企業がもっているときには，この企業の個別変換曲線は原点から上方に移行
ナることになるであろう．
　公共財のうちで大気，河川などは再生産か不可能であるか，道路についてはこれが可能である．
このような公共財のうちで再生産が可能座財については上述した生産関数について公共財を産出と
し，私的財を投入とみて，個別変換曲線を構成するごとができよう．
　以上のことを前置きとして（ｙb･ ｇ≫）から構成されている生産集合ｙ5とし･全生産集合を:Fｙ6
＝ｙとおくと次の諸仮定を設けることかできる.
　(1) Y,は閉集合である．各企業の生産集合の和ｙについても一定の条件のもとに閉集合性が
成立ナる.l）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　●，
　（2）ｙｎ沢．＝o（沢4.は正象限である.）これも周知の条件である.
　（3）ｙｎ（－ｙ）＝Oこれは全生産集合の可逆性の否定である.
　（4）ｙ,は凸集合である．これからｙが凸集合であることが導かれる．
　以上の生産集合に関する諸仮定は一般的に認められているものであって問題は存しない．
　次に消費集合にかんナる仮定にうつることにしよう．消費者ｊめ消費関数を(j=l,….n)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　UAxuhr-K)　　　　　　　　　　　　　（1）
とおヽこう.ｚiは消費者ｊの私的財の消費ベクトルであり2)，A＝[/11･‥&．]はａ種類の公共財の消
費ベクトルである. (1)における変数{Xu h)から柵成される集合ぷを消費者ｇの消費集合，Σぷ
＝Ｘを全消費集合とすると次の仮定かふヽかれる.
　(i)ｘiは閉集合である．Ｊｉから一定の条件のもとに全消費集合Ｘが閉集合であることが示さ
れる.3)
　(2)ぷは下方の限界を有する．Ｘも下方の限界を有する.
　(3) Xは凸集合である．Ｘも凸集合である．
　これらの諸仮定も一般に容認されているものである．なおヽ生産集合ｙ，の有界性，消費集合瓦
の有界性が供給関数および需要関数をみちびくよに必要であ乱　これらの有界性については上吋あ
げた生産集合の諸仮定や消費集合の仮定が必要である．この証明についてはG. Debreu[1]pp. ７７
-8を参照されたい．
　はじめに供給関数をみちびくことにする．いま生産要素と生産物価格を乃とし，公共財価格を
9，としよう(;=i.….r).(ん＝１,…,m).これらの価格は正規化されている(F乃十:Lq. = l)と仮定
する．価格の集合をｓとする．価格は均衡価格として一般均衡体系のうちで決定されるのであっ
て，これについては後で示される．すでに明らふにしたように企業の生産集合瓦は閉集合であり，
かつ有界であってコンパクト座集合である．いま私的財(生産要素と生産物)の価格と公共財の価
格を行ベクトル[Ｐ・ｑ]で表わすと，これを与えられた価格･としてコンパクトな集合ｙ,の上で関
数[Ｐ･ｑ]ｙ,の極大を求めると，この関数はｙ6で連続であるからこの極大値は必ず決定される．
これを
　　　　　　　Ｓ!，(,ｐ，　ｑ)＝{(ｙ。か)Ｅｙ,|[Ｐ･q]印]=inax[Ｐ･q]ｙ,}(&＝1,…,５)　(2)
????
3）
G. Debreu［l],p.‘41
消費者ｉの消費ベクトノレｘiはXi = [X(i,…,ｊり，］の成分を有しているとする．すなわち私的財はｒ種
類とする.
G. Debreu［1], p. 53参照
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とふヽくと，これは企業６の供給関数である．５個の企業の供給関数のう･ちには私的財の供給関数，
再生産の可能左公共財の供給関数が含まれている．　　　　　　　．　　　　　　　　　　　　゛｀
　次に消費者ｉの需要関数di（ｐ．q）･を定義しよう．いまこの消費者が所有する私的財（生産要素と
生産物からなる）の数量をeiとする．消費者トの所得叫はこの私的財の供給から生ずる収入ｐｅ.
と，企業利潤の分配!:ら（Ｔ>ｙ≫＋9か）1）と公共財を生産に投人することにとも痙う補償（す痙わち
公害の補償であって公共財を使用する企業から消費者に支払うものと仮定する）Ｔtを加えたもの
である．従って消費者ｊの所得哨は（企業ろの利潤を.（ＰＹt十qgi＞）として）
　　　　　　　　　　　　　　　　哨＝ｐｅ＊＋71十!:ら(ｖｙ≫十qｇ”)
である．ここに公害をうけた部分浴をy,の関数としてき,(j)４)とおき，課税率をzとして，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｔ,＝■ＬＴｉｂｔｇ．
(3)
(4)
である．＆は公共財投入giのうち公害をうけた部分をとりあげ残りの成分をゼロとおヽいたもので
ある.γi，は消費者ｉにたいする補償割合であってΣ7･≫=1の関係がある．いま消費可能領域を
δi（ア,q Wi)とし･y7z種類の公共財の需要を/l＝［K…,/l。］として
　　　　　　　　　　　diip･ｑ･Wt)=[{x。h^XMp･q)[ｒ]≦哨}　　　，
として定義すると，消費者ｉの需要関数は
　　　　　　di(ア, q, Wi)゜{(Ｘ，ｈ)∈3t(p, q, Wi)I(恥，ｈ)は選好に関し∂iの極大点i
(5)
(6)
である．消費者ｉの需要関数醜(？,9･哨)はこのようにして定義されたが，この変数のうち嗚は
(3),(4)の示すように(ｐ，q)の関数であるから醜(ｐ，ｑ)とかくことができる．　この需要は私的財の
需要と公共財の需要が含まれている．個別の需要関数，供給関数がえられたからこれから全休の関
数を求めることにしよう．既にのべたように価格(ｐ，ｑ)は正規化されているからこの集合Ｓは凸
かつコンパクトな集合である．まず個別の需要関数dtip･q)から総需要関数多ぬ(Ｐ･q)ニdip, q)
を求め，これをｄ：Ｓ→Ｘ･と表現すれば，これは点対集合の写像であって閉写像であってまた凸集
合を形成している．このような総需要関数の性質は個別需要関数の性質から導かれたものである．
次に総供給関数!:＆(ｐ．q)゜5(ｐ．q)についても総需要関数と同じよう左性質を有している．
　総需要関数，総供給関数が求められたから超過需要の関数を導くことができる．いま全消費者の
私的財の保有量をiとおくと超過需要ｚ(Ｐ･q)は
　　　　‥　　　　　　　　　　゛(ｐ．ｑ)゜d(Ｐ･q)-sip･q)－・一耳･斟　　　　　　　　　　　　　(7)尚
　　●である2).これは超過需要集合Ｚ：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｚ＝Ｘ－ Y-{e}-[!;誤}　　　　　　　　　　　　　(8)
の部分集合である．Ｘもｙもすでにのべたところから有界でありかつコンパクトであるからＺも
=1ツパクトな集合である．故に超過需要対応ｚ:S→ＺはＳの点(Ｐ・q)に゜ンパクト座集合Ｚの
凸部分集合を対応させる閉写像である．
また超過需要ｚlp．q)について, (p,q)zip,・q)≦oの関係が成立する･
　　　　　　　　　　　　[Ｐ･ｑ][叉]≦戸十多几十鄙戸照十qｇ”)
これは(3)～(6)式から
　　　　　　　　　(9)
1）ここに∂i，は分配率であって，Σ∂９＝1の関係がある．
　　こごに/）は私的財の価格，９は公共財の価格である.ｙ,は企業ろにおける私的財の投入産出ベクトノレ，
　　gaは公共財の投入産出ベクトノレである．９は公共財の社会的限界評価＝限界生産費で決定される.
2）｀　Σ＆は公共財のうち各企業によって公害をうけた部分である．　　　　　　　　　　　　　　　　　’ｊ
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かえられる，この式の右辺において７ｅは全消費者が保有する･資源(私的財)の額であって，ご.の
全部または一部は企業に供給される．不771は全消費者が受取る公害の補償額合計である．こ･の評
価は私的財と公共財を座標軸どしたとき全企業による社会的変換曲線と，社会的無差別曲線との接
点(におヽいてなされるのである．また企業は公害補償額不几の額を生産費として(9)式の右辺第２
項において計上することになる．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノ
　(9)の右辺を左辺に移:して･(7)の定義から超過需要について　　　　　　　　　　　　　‥．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　'Ip．ｑ)z{p･q)≦O　　　　　　　　　　　　　(10)
がえられる．均衡値の存在については次の定理を利用するのが便利である．
　定理(二階堂, Gale) Zをコ,ンパク,ﾄ礒集合とする.
　(i)写像ｚ:Ｓ→ＺはＳの点(Ｐ･q)にＺの凸部分集合を対応させる閉写像である.
　(ii) 5の各点(Ｐ･9)におヽいて(Ｐ･q)z{.p･q)≦Oか成立する．
　以上の仮定のも,とにある適当な価格(？＊,9＊)∈.Ｓにふヽいてzip*, q*)∩(－R4.)≒Oが成立する．
　この定理の仮定,はすべて,満足される,ことは明らかで,あって，(？＊,9＊)が私的財おヽよび公共財の均
衡価格である．　また私的財および公共財の需給は均衡して(7)式おける超過需要はｚ(？＊,9＊)＝Oで
ある．(なお公共財の供給は再生産可能左公共財の供給である.)この証明についてはG. Debreu
[1]. pp. 84-8, 国沢[2]を参照されたい1).
　3.バレート最適の成立条件については一般均衡の条件によって満足されている．すなわち各消
費集合瓦は凸コンパクトな集合であり，各生産集合才，も同様な集合である．各消費者はぶに
おヽいて効用の極大を求め.各企業はｙ6において利潤の極大を追求する．この結果，私的財の需給
と公共財の需給か
　　　　　　　　　　　　　　　dip*･q*) = s(p*り7＊)十ｅ十!:齢＊
によって･決定されるとき'には2)，右辺の供給と左辺の需要はご生産集合と消費集合の２個のゴンバ
ク'卜集合の接点におヽいて一致することになるであろう．この点をip*, q*)‘を係数とする超平面の方
程式が通過するこ,とになる．私的財相互間の限界代替率，私的財と公共財との間の限界代替率など
もこの接.点において決定される．
??
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1），公害企業･の規制ヽについて.は社会のI自党による社会的無差別曲線と社会的変換曲線との接点において規定
　　される.
2）この式は（７）において均衡値をとったものであ･る．，Σ＆＊･は均衡点にお･ける公共財の公害部分である．
